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 はじめに 

 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックは、ワクチンやその他の医療技術へのアクセスにおい 
 て、先進国と低・中所得国との間に著しい不平等があることを明らかにした。この問題の背景には、低・中所得 
 国におけるワクチンの研究開発（Research and Development: R&D）と製造能⼒が限られているという課題があ 
 る。R&Dや製造能⼒は、⾼所得国、特にG7諸国を中⼼に偏っており、多くの低・中所得国は保健緊急事態に対応 
 する際、先進国や⺠間企業、慈善団体等に⼤きく依存せざるを得ない。これはCOVID-19パンデミックの際にも明 
 らかになり、例えば、2022年6⽉までに、メッセンジャーRNA（mRNA）ワクチンの特許は⽶国（688件）が最も 
 多く、次いで中国（336件）、ドイツ（332件）となっており、世界全体の72％を占めている  40  。さら  に、 
 COVID-19ワクチンの製造において、アフリカ諸国は製品のラベル付けと包装という最終⼯程を処理する能⼒しか 
 持っていなかった。 

 この問題に対応するため、先進国を始め、資⾦や技術を有する国の多くのは、保健緊急事態に対応する医療技術 
 の開発における地域のR&Dおよび製造能⼒を強化すべく、公共および⺠間団体によって開発されたイニシアティ 
 ブを⽀援し始めた。この概要では、COVID-19ワクチンの研究開発と製造に焦点を当てる。 

 アジア太平洋地域におけるR&D能⼒や取り組み 

 アジア太平洋地域の国々の中には、R&D能⼒の世界的なリーダーとしての位置づけを強めている国が複数ある。 
 2018年には世界で最も多くの研究者数を擁している。中国が最も活発であり、⽇本も積極的に取り組んでいる。 
 また、この地域はワクチンの臨床試験数や特許取得数など、R&D能⼒を⽰す他の指標でも世界をリードしてい 
 る。世界のR&D費の約40%を占める中国、⽇本、韓国を筆頭に、北⽶、EUと続き、世界の研究開発費の最⼤シェ 
 アも占めている  16  。R&D費の総額が多い国では、⺠間部⾨が最⼤の貢献者となる傾向がある。例えば2018  年、⽇ 
 本ではR&D費の78%を企業セクターが出資している。しかし、⽇本の厚⽣労働省も新興感染症のワクチンや医薬 
 品のR&D資⾦の主要な提供者である。したがって、アジア太平洋諸国は、将来の保健緊急事態に対する世界的な 
 備えを向上させるという観点から、低・中所得国の能⼒を⽀援する責任が⾼まっている。 

 中華⼈⺠共和国 

 中国は「メイド・イン・チャイナ2025」戦略  54  を通じて国内製造を強化しており、外国からの技術輸⼊へ  の依存 
 を減らすことを⽬的としている。このイニシアティブにより、中国は主要なワクチンR&D拠点のひとつとなり、 
 シノファーム（Sinopharm Group Co. Ltd.）とシノバック・バイオテック（Sinovac Biotech Ltd.）が、海外における 
 中国製ワクチンの主要供給者となっている  37  。 

 主に⼀帯⼀路構想を通じ、中国は2020年から2021年にかけて10億回分のCOVID-19ワクチンを輸出した  54  。発⽣当 
 初から2022年末までに、中国は18億回分のワクチンを販売し、3億2800万回分のワクチンを寄付し、16億回分の 
 ワクチンを納⼊している。このような中国のワクチン流通情報は、グローバル・ヘルス・ストラテジーズ（ 
 Global Health Strategies）とブリッジ・コンサルティング北京（Bridge Consul�ng Beijing）が設置したウェブサイト 
 「中国COVID-19ワクチン・トラッカー」  82  で追跡されている。 

 中国はワクチンを供給しているだけでなく、中国のCOVID-19ワクチンを製造するための共同製造施設を低・中所 
 得国に設置しており、2021年の世界保健サミットでは、⼀部の国々によってワクチン供給が独占されることを⽰ 
 す「ワクチン・ナショナリズム」を否定し、低・中所得国への技術移転を⽀持する声明を発表している  50  。例  え 
 ば、アルジェリアの製薬会社サイダル・グループ（Saidal Group）はシノバック社から研修を受け、輸⼊ワクチ 
 ンより45％安いと⾔われているワクチンを現地⽣産している  19  。しかし、アルジェリアの国⺠はこのコロナ  バッ 
 ク（Coronavac）ワクチンの使⽤をためらっているという報告がある  41  。さらにインドネシアは、中  国のワルバッ 
 クス・バイオテクノロジー（Walvax Biotechnology）、蘇州艾博⽣物科技（Suzhou Abogen Biosciences）、中国軍が 
 共同開発した「AWcorna」 mRNAワクチンの製造技術の供与を受ける契約を発表した  52  。また、中  国はブリックス 
 （BRICS）の⼀員として、ワクチン研究、⼯場建設、パンデミックに対する「BRICS防衛ライン」構想を開発する 
 協⼒パートナーシップ、「BRICSワクチンR&Dセンター」  51  を⽴ち上げた。 

 中国における多国間イニシアティブへの関与の⼀例として、感染症流⾏対策イノベーション連合（CEPI: Coali�on 
 for Epidemic Preparedness Innova�ons）はCOVID-19ワクチン開発と将来の感染症の脅威に関する中国との協⼒強 
 化を⽬的として、上海に駐在員事務所を設⽴した。例えば、2020年には⽶国のダイナバックス・テクノロジー 



 ズ（Dynavax Technologies)社から技術⽀援を受けた  18  三葉草⽣物製薬社（Sichuan Clover Biopharmaceu�cals, Inc.） 
 はCEPIとパートナーシップを結び、COVID-19ワクチンのR&Dと製造を発展させている。これらの取り組みを通じ 
 て開発される製品は、世界保健機関（WHO）主導の低・中所得国へのワクチン供給を⾏う枠組みである「コ 
 バックス」（COVAX）を通じて世界的に⼊⼿可能となる⾒込みであった  14  。 

 韓国 

 韓国では、パンデミックの際、COVAXやファイザー社（Pfizer Inc.）を通じてのワクチン確保の遅れが発⽣するな 
 ど、韓国がワクチンの外部流通に依存していることが明らかになった  65  。そのため、韓国は「ワクチン主権」  に 
 向けた取り組みを強化している。2021年に、韓国は2025年までに世界5⼤COVID-19ワクチン製造ハブになるため 
 の19億⽶ドルの投資計画を開始した  7  。⼤⼿ワクチン製造者の例としては、モデルナ社（Moderna Inc.  ）のワクチ 
 ンを製造および販売しているサムスンバイオロジクス社（Samsung Biologics）  67  や、アメ  リカのバイオテクノロ 
 ジー企業が開発したワクチン「ノババックス」（Novavax）を製造し、⾃社ワクチン「スカイコビワン」（ 
 SKYCovione）を開発したSKバイオサイエンス社（SK bioscience Co., Ltd）がある  33  。製造における韓国の先進的な⺠ 
 間および公的能⼒により、ワクチンのR&Dと製造におけるインフラと労働⼒を訓練することで、低・中所得国を 
 ⽀援する国家的取り組みが主張されている。 

 韓国の国家計画に基づき、2022年には韓国の製薬企業の国際競争⼒強化を⽀援するため、韓国政府が7,600万⽶ 
 ドルを拠出する「K-Bioワクチン基⾦」を開発した  22  。また韓国は、CEPIや100⽇ミッションを  含む多国間イニシ 
 アティブへの⽀援も強化している  72  。さらにSKバイオサイエンスは、R＆Dおよび製造インフラが不⾜して  いる国 
 に能⼒を移転することを⽬的とした「グローカリゼーション」プロジェクトを⽴ち上げ、タイやセルビアなどで 
 実施している  68  。タイに関しては、SKバイオサイエンスは、WHOの事前承認を取得するキャパシティを強  化する 
 ため、タイ政府製薬機関（GPO）のエンド・ツー・エンドの製造実務を強化することを⽬指している  81  。 

 韓国の政府開発援助（ODA）プロジェクトの効果と影響を⾼め、低・中所得国への⽀援を強化するために、韓国 
 政府は戦略的イニシアティブの⼀環として、「ライト・ファンデーション」（RIGHT Founda�on）  66  を発⾜した。 
 韓国政府、韓国のライフサイエンス企業、そしてビル＆メリンダ・ゲイツ財団（BMGF: Bill and Melinda Gates 
 Founda�on）とのパートナーシップを通じてR&Dに資⾦を提供するこの研究助成機関は、COVID-19を含むワクチ 
 ン、治療薬、診断薬に及んでいる。また、韓国はWHO主導のCOVID-19 ワクチン技術移転ハブに協⼒し  10  、SKバイ 
 オサイエンスがタイにおけるワクチン製造拡⼤に取り組んでいる  69  。 

 東南アジア 

 COVID-19ワクチンの公平なアクセスを求めるフィリピンの市⺠団体である「健康への⼈々の権利のための連合」 
 （CPRH: Coali�on for People's Right to Health）  17  およ  び「ピープルズ・ワクチン連合アジア」（PVA: People's Vaccine 
 Alliance Asia）によると、COVID-19は、ASEAN諸国において承認されたワクチン臨床試験の数が多いにもかかわら 
 ず（タイ︓22、フィリピン︓23、インドネシア︓24）COVID-19ワクチンへのアクセスにおける不公平やワクチン 
 の輸⼊への過度な依存を含め、ASEAN諸国間の研究開発能⼒における著しい格差を明らかにした。 

 この問題は、地域のR&Dおよび製造能⼒の限界、ワクチン技術へのアクセス、輸⼊原材料への依存、ワクチン開 
 発への政治的および予算的コミットメントの⽋如と相まって⽣じている。ASEAN10カ国のうち5カ国、すなわち 
 ミャンマー、インドネシア、シンガポール、タイ、ベトナムが何らかのワクチンを製造している。例えば、イン 
 ドネシアの国営製薬会社バイオ・ファーマ（Bio Farma）は、国産の多系統COVID-19ワクチン「インドバック」（ 
 IndoVac）の製造を⽬指している  38  。歴史的には、フィリピンとマレーシアがワクチンを⽣産していた  が、現在は 
 ⽣産国とはみなされていない。 

 東南アジアではR&Dと製造が分断されており、⼀部の国々は、ワクチン研究は公的機関に依存しているが、製造 
 は⺠間セクターや官⺠パートナーシップに依存している。さらに、COVID-19の⼤流⾏により、資⾦や投資へのア 
 クセス負担が増⼤した。しかし、この地域では取り組みが活発化している。COVID-19の発⽣に先⽴ち、ASEAN諸 
 国は法的拘束⼒のある枠組み、「ASEANワクチンの安全保障と⾃⽴」（AVSSR: ASEAN Vaccine security and 
 self-reliance）  8  を確⽴した。現在、ワクチンの安全保障のための能⼒強化、研修、成功事例の  共有を改善するた 
 め、この地域の連携を強化する取り組みが⾏われている。さらに、ベトナムとインドネシアはWHOの技術移転 
 ハブの受⼊国として選ばれている。 

 ⽇本の役割 

 ⽇本は、G7サミットを含む政治的フォーラムにおける⽴場や、製薬業界、国際機関、地域イニシアティブへの多 
 ⼤な財政的貢献によって明らかなように、R&Dおよび製造能⼒の強化における多くの世界的イニシアティブを⽀ 
 援する上で主要な役割を果たしている。⽇本が世界のR&D能⼒と⽀出をリードする国の⼀つであることを考慮す 
 れば、その取り組みにおける世界的な公平性と持続可能性を確保する責任も⼤きい。 

 ⽇本の⽴場 



 G7 
 G7諸国は、パンデミック対策を含む緊急保健危機に効果的かつタイムリーに対応する能⼒を構築してきた。 
 2023年のG7サミットにおいて、⽇本は、健康上の課題に対処できる世界的なキャパシティの強化や、COVID-19に 
 対応する医療技術の迅速な製造に向けたR&Dへの投資の必要性を認識した  46  。G7は製造の地域分散を含む  医療技 
 術のエンド・ツー・エンドのグローバル・エコシステムの必要性を強調する「感染症危機対応医薬品等（ＭＣ 
 Ｍ）への公平なアクセスのためのＧ７広島ビジョン」  47  を発表した。これを実現するため、G7は、2021  年に英国 
 で開催されたG7サミットにおいて、新たなパンデミックの脅威が確認されてから100⽇以内に診断薬、治療薬、 
 ワクチンを開発することを⽬的とした100⽇ミッション（100 Days Mission）  15  を⽀援し  た。また、グローバルヘ 
 ルス技術振興基⾦（GHIT）  21  や⺠間部⾨の関与など、R&D努⼒を加速させるための世界的および地域  的パート 
 ナーシップも活⽤した。 

 クアッド・ワクチン・パートナーシップ 
 2020年、中国はグローバルなワクチン外交を開始し、中国企業のシノファームとシノバックを海外における中国 
 製COVID-19ワクチンの主要供給者とし、2021年にはアフリカ諸国に10億回分、ASEAN諸国に1億5000万回分を供 
 給することを宣⾔した。これに対し、オーストラリア、インド、⽇本、⽶国を含む⽇⽶豪印戦略対話（通称ク 
 アッド、Quadrilateral Security Dialogue︓QUAD）は、ワクチンパートナーシップ（英語名称︓Vaccine Partnership） 
 を発⾜させた。2021年のクアッド⾸脳会議では、インドの製薬会社バイオロジカル・イー（Biological E Ltd.）の 
 製造能⼒強化に重点を置き、2022年末までにインド太平洋地域に12億⼈分のワクチンを提供することを宣⾔した 
 45  。 

 このイニシアティブを⽀援するため、⽇本は国際協⼒機構（JICA）を通じて、4,100万⽶ドルと譲許的な円借款を 
 提供することを約束した  48  。国際協⼒銀⾏（JBIC）を含む⽇本の銀⾏は、インド輸出⼊銀⾏への融資を通  じてこ 
 のイニシアティブに関与し、インドのワクチン製造業者や医療部⾨に融資を⾏い、業務を拡⼤している  34  。2021 
 年末までに、バイオロジカル・イーは「コルベバックス」（Corbevax）の製造能⼒を⽉産7,500万回分まで増強す 
 るための資⾦援助を継続的に受けていたにもかかわらず、最初の投与量が納⼊されたのは2022年初頭であった。 

 2021年5⽉の東京でのクアッド⾸脳会合では、クアッドはCOVAXを通じて供給されたワクチンを含め、6億7,000万 
 回を超えるCOVID-19ワクチンの供給を祝った  61  。クアッド加盟国は、COVAX AMCやCEPI  を含むその他のイニシア 
 ティブに総額約52億⽶ドルを拠出することを誓約し、⽇本の「国際協⼒銀⾏」はワクチン・イニシアティブの資 
 ⾦調達のために１億⽶ドルの投資を約束した  71  。しかし、この構想には多くの障害があり、批判も多い  74  。  例え 
 ば、オーストラリア、⽶国、⽇本は被援助国との⼆国間協定を通じてワクチンを寄贈したが、このイニシアティ 
 ブを通じてワクチンを寄贈したのはインドだけであった。さらに、インドではCOVID-19感染が相次いだため、国 
 内供給を優先するようになり、クアッドを通じたワクチン供給の遅れが⽣じた。さらに、さらに、バイオロジカ 
 ル・イーが製造したコルベバックスは、WHOの承認を得ていなかったため、国際的に供給することができな 
 かった。この失敗により⼤量のワクチンが備蓄されることになり、バイオロジカル・イーは残りをJ&Jに売却す 
 ることになった。 

 2023年、クアッドは共同声明  62  に、当初の⽬標を達成できなかったにもかかわらず、ワクチン・パート  ナーシッ 
 プをより広範な健康安全保障パートナーシップ（英語名称︓Quad Health Security Partnership）に変更することを 
 発表した。ワクチンやR&D協⼒に関する会合を通じて、パンデミックへの備えの役割は果たし続けているが、ク 
 アッドの協⼒関係はもっぱら軍事中⼼の同盟であり、他の問題に関してインド太平洋を⽀援する能⼒はないとい 
 う意⾒もある  20  。また、今後、クアッドはR&D分野でASEAN諸国と協⼒することを予想する声もある  57  。 

 アクセス＆デリバリー・パートナーシップ 
 2013年以来、⽇本政府は国連開発計画（UNDP: United Na�ons Development Program）と連携し、⽇本の国家グ 
 ローバルヘルス戦略  25  と「持続可能な開発のための2030アジェンダ」（2030 Agenda for  Sustainable Development） 
 を実現するため、「新規医療技術のアクセスと提供に関するパートナーシップ」（Access and Delivery Partnership 
 ︓ADP）  76  に取り組んでいる。ワクチンを含む保健技術へのアクセスと提供を改善することを⽬的に、ADP  は国の 
 保健システムと政策の能⼒強化に重点を置いている。ADPにおいて重要な役割を果たしている機関の⼀例とし 
 て、グローバルヘルス技術振興基⾦（GHIT Fund）は、⽇本とグローバルなパートナーシップを通じ、新たな保 
 健技術を開発するためのイノベーションと研究への資⾦調達を⾏っている。 

 このイニシアティブの⼀例として、「新規医療技術、アクセスと提供のための協働（Uni�ng Efforts for Innova�on, 
 Access and Delivery）  78  」の設置が挙げられる。これは、R&Dとアクセスの取り組  みを推進する戦略、特に資⾦調 
 達に関する協⼒を促進するため、ステークホルダーを集めたプラットフォームである。さらに、⽇本政府は2022 
 年5⽉、ベトナムのワクチンアクセスと保健システムの強化に関するUNDPワークショップに資⾦を提供した  77  。 

 ⼆国間契約と⺠間セクター 



 2019年に開催された第7回アフリカ開発会議（Tokyo Interna�onal Conference on African Development: TICAD）にお 
 いて、⽇本政府は⺠間セクターを活⽤してアフリカの開発に貢献することを⽀持し  49  、その結果、⺠間産業との 
 間で多数の⼆国間契約が結ばれた。例えば、JICAを通じて、アフリカ連合がCOVID-19ワクチンへのアクセスを確 
 保する⽬的で設⽴した枠組みアフリカ・ワクチン⼊⼿トラスト（African Vaccine Acquisi�on Trust: AVAT）の主要 
 パートナーの⼀つであるアフリカ輸出⼊銀⾏（Afrexim）との契約が結ばれている。2022年、アフリカにおける 
 パンデミック対応を強化するため、JICAは⽇本の銀⾏と共同で最⼤2億⽶ドルを拠出することを約束した  36  。この 
 計画は、アフリカの⺠間企業によるワクチン製造ラインなど、医療技術の⽣産および供給拠点の整備への投資を 
 含む。さらに、⽇本貿易保険（NEXI）は邦銀と共同で、AVATを通じてアフリカでの安定的なワクチン調達を⽬的 
 として、Afreximに総額5億2000万⽶ドルを融資した  55  。 

 上記のようなプロジェクトの詳細や進⾏状況が不透明なため、⼆国間契約や⺠間セクターとの契約および⽇本政 
 府の融資がどのようにアフリカ地域のR&D、製造、関連能⼒の強化に寄与しているかは不明である。さらに、⼀ 
 部の融資スキームでは、融資の対象が⽇本企業の関係者に限定されている  35  ことから、こうした⼆国間契約が  よ 
 りビジネス志向になっている可能性もある。 

 100⽇ミッション 

 COVID-19のパンデミックで病原体が発⾒されてから326⽇でワクチンが製造されたのに対し、100⽇ミッションは 
 将来のパンデミックに対応するワクチンを100⽇で開発することを⽬指している。2023年のG7議⻑国である⽇本 
 は、このイニシアティブをアクセスの公平性と結びつけること、低・中所得国の持続可能な保健システムを強化 
 することの重要性を強調した。 

 100⽇ミッションを⽀援するために、⽇本は2022年、5年間で12億⽶ドルの資⾦を提供する先進的研究開発戦略セ 
 ンター（Strategic Center of Biomedical Advanced Vaccine Research and Development for Preparedness and Response: 
 SCARDA）を⽴ち上げた。⼀⽅、⽶国は2006年に設置された⽶国⽣物医学先端研究開発機構（Biomedical Advanced 
 Research and Development Authority: BARDA）を有している。このように、国レベルで様々な取り組みが⾏われて 
 きた。SCARDAは、ワクチンのR&Dと臨床試験のインフラのために開発されたもので、開発された技術をCOVID-19 
 以外の保健上の緊急事態に使⽤されることが期待されている。2023年、SCARDAはワクチン開発をはじめとする 
 保健緊急事態への備えに関する情報を共有し、100⽇ミッションを⽀援するための調整を⾏うことを宣⾔した  12  。 
 COVID-19ワクチン開発における⽇本の能⼒不⾜の⼀因は、⽇本の「サイロ化」した研究⽂化と分野横断的な共同 
 研究の⽋如にあるという意⾒がある。これに対し、SCARDAは国内のワクチン開発能⼒を⾼めることも⽬指して 
 いる  58  。 

 国際パンデミック対策事務局（Interna�onal Pandemic Preparedness Secretariat︓IPPS）は、100⽇ミッションの主要 
 な賛同者であるG7への報告  30  や勧告の提出など、100⽇ミッションの実施を⽀援するために設⽴された。  IPPSの 
 2023年診断薬報告書  32  では、ファインド（Founda�on for Innova�ve New  Diagnos�cs: FIND）の5年間の計画として、 
 地域レベルにおける製造ハブの開発⽀援について⾔及されている。さらに2023年、IPPSは各地域のパンデミック 
 対策の現状および100⽇ミッションが各地域にどのような利益をもたらすかを調査するため、地域協議活動を実 
 施した。  31 

 資⾦調達に関しては、100⽇ミッションの発⾜以来、G7やG20諸国、特に⽇本は重要な役割を果たしており、⽇ 
 本から1億2,500万⽶ドル、ノルウェーから1億2,000万⽶ドルの拠出が発表されている。多国間機関も重要な役割 
 を果たしており、BMGFから1億⽶ドル、ウェルカム・トラスト（Wellcome Trust）から1億⽶ドルの拠出が発表さ 
 れている  28  。2019年には、⽇本の第⼀⽣命保険株式会社がCEPIのワクチン債の主要な⽣産者となり、  2022年に 
 は、⽇本の岸⽥⾸相がCEPIに対して今後5年間で3億⽶ドルの追加拠出を表明した。 

 感染症流⾏対策イノベーション連合（CEPI） 

 感染症流⾏対策イノベーション連合（CEPI: Coali�on for Epidemic Preparedness Innova�ons） 

 背景 

 現在の医療技術や医療システムの市場には⼤きな不⾜があり、製薬企業にとって次の新興感染症の緊急性や影響に着⽬す 
 るインセンティブが不⼗分である。この問題は、エボラ出⾎熱の流⾏で明らかになり、エボラ出⾎熱は1970年代から存在 
 したにもかかわらず、ワクチンは製造されなかった。 

 CEPIの発⾜ 

 2017年に発⾜したCEPIは、優先疾病をリストしたWHOのR&D計画（R&D Blueprint）を活⽤し、新興感染症流⾏への準備に 
 取り組んできた。現在、公的機関、⺠間団体、慈善団体、市⺠社会組織の世界的なパートナーシップで構成されている。 

 使命 



 1) 感染症に対するワクチンおよびその他の保健技術の開発を加速し、ワクチンへの平等なアクセスを可能にする。数ある 
 課題の中でも、CEPIは世界的な製造能⼒の確⽴、臨床試験と研究所のネットワークの整備に重点を置いている。 

 2) COVID-19の⼤流⾏時に迅速かつ効果的なワクチン開発を妨げた問題、すなわち100⽇ミッションへの対応に重点を置く 
 ため、「CEPI 2.0」を発⾜した。 

 実績 

 CEPIの実績の⼀例として、世界最⼤のワクチン候補ポートフォリオの開発があり、これには、世界のパートナーによって 
 共有された、⼈々に感染する可能性のある25種類のウイルスの情報が含まれている。CEPIはDNA/mRNAワクチン・プラッ 
 トフォームにも投資し、COVAXを共同設⽴した。 

 公平なアクセスにおけるCEPIの役割 

 特にグローバルサウスにおいて、100⽇ミッションとワクチンへの公平なアクセスとの連携に向けた指針「公平なアクセ 
 スフレームワーク」  13  を作成した。このフレームワークの中で公平性に関⼼のある技術やパートナーとの戦  略的協⼒や財 
 政的投資、 政策やアドボカシー活動を通じて、国際保健の枠組みグローバル・ヘルス・アーキテクチャーの強靭性や地域 
 のR&Dおよび製造 を⽀援する取り組みなど、体系的で公平性を実現するための戦略を強調している。 

 CEPIの戦略的パートナーシップには、韓国のIQVIAを含む⼤学や研究施設、バイオエヌテック（BioNTech）やモデルナを含 
 む製薬会社が含まれる。⼀例として、CEPIはモデルナと提携し、同社のmRNAプラットフォームをより広範な健康脅威に拡 
 ⼤する⽅法を模索する⼀⽅、この提携を通じて開発されるライセンスが低・中所得国にとって⼿頃な価格であることを保 
 証した。他にも、インドネシアのバイオ・ファーマ社、南アフリカのアスペン社、セネガルのダカール・パスツール研究 
 所などとの連携を通じて、途上国の製造能⼒強化に投資することで、地域の多様化にも取り組んでいる。さらに、G7、 
 G20、パンデミック協定など様々な場で、公平なパンデミック対策に向けたアドボカシー活動も⾏っている。 

 WHOの  M  RNA COVID-19 ワクチン技術移転ハブ 

 ワクチン製造の地域的能⼒を強化する最も重要なイニシアティブの⼀つとして、WHOは2021年、ワクチン製造 
 のノウハウを共有するため、南アフリカのケープタウンにCOVID-19 mRNAワクチン技術移転ハブ  73  を⽴ち上げ 
 た。G7諸国が多額の資⾦を提供するこの技術移転ハブは、低・中所得国におけるmRNAワクチンの製造能⼒を開 
 発するための多国間イニシアティブであり、医薬品特許プール（Medicines Patent Pool: MPP）、ACTアクセラレー 
 ター（ACT-A）およびCOVAX、アフリカ疾病管理予防センター (アフリカCDC)や様々な⼤学に⽀援されている  80  。 

 南アフリカのアフリゲン・バイオロジックス・アンド・ワクチン社（Afrigen Biologics and Vaccines Ltd.）が、他の 
 南アフリカの事業体からの⽀援を受けながら、公的に⼊⼿可能な情報を⽤いて臨床試験⽤のCOVID-19ワクチンを 
 開発および製造することが決定され、その後、選ばれた低・中所得国の製薬企業によって商業⽣産されることに 
 なった。最初に選ばれた⽣産者は南アフリカのバイオバック社（Biovac Ltd.）であり、2021年には汎⽶保健機構 
 （Pan-American Health Organiza�on: PAHO）がブラジルとアルゼンチンにも製造者を設⽴することに合意した  79  。 

 技術移転ハブにおけるアジア太平洋地域の役割 

 東南アジアでは、インドネシアとベトナムがアフリゲンと国際ワクチン研究所（Interna�onal Vaccine Ins�tute） 
 によるmRNAワクチン製造研修を受けている。この訓練を通じて、他の疾病に取り組む能⼒も開発されることが 
 期待されている。 

 韓国はWHOと協定を結び、低・中所得国のワクチンおよび⽣物製剤を製造する労働⼒を強化することを⽬的と 
 するグローバルバイオ⼈材養成ハブ（Global Training Hub for Biomanufacturing）を設⽴した  39  。韓国は国内研修施 
 設とプログラムを提供し、他国からの研修⽣を受け⼊れるために事業を拡⼤している。アフリカ、中東、韓国ア 
 ジアで33の低・中所得国から少なくとも310⼈の学⽣を訓練する企画しており、2025年にグローバルバイオ教育 
 キャンパス（Global Bio Educa�on Campus）を⽴ち上げることを⽬指している。 

 技術移転ハブをめぐる懸念 

 COVID-19ワクチンのニーズはもはやないため、このmRNA技術移転ハブの有効性についての疑問が指摘されてい 
 る。しかし、WHOはこのハブによって、低・中所得国の企業が結核のmRNA注射など、他の医療技術に取り組む 
 ことができることを期待している  56  。しかし、このイニシアティブの関係者のほとんどは製薬業界であること  も 
 批判されている。市⺠社会はWHOや、医薬品特許プール（MPP）から重要なステークホルダーとして独⾃の技術 
 移転に申請することができるはずだが、多くの市⺠社会は⼗分に関与するための研究能⼒が限られている。社会 



 全体で持続可能なmRNA⽣産エコシステムを実現するためには、市⺠社会の関与が不可⽋である。市⺠社会とし 
 て、ガバナンスに⼗分に関与し、オープンで透明性の⾼い情報を要求し、このハブから開発される将来の製品が 
 安価で公平にアクセスできるようモニターする必要がある。 

 さらに、技術移転ハブはモデルナの⼀般に⼊⼿可能な塩基配列を使ってワクチンを製造しているが、モデルナは 
 南アフリカでのmRNAワクチンの特許を所有しているため、いずれこのハブを通じたアウトプット製品を提訴す 
 る可能性があると懸念されている（国境なき医師団によるテクニカル・ブリーフ  42  を参照）。このような法的  不 
 確実性は、知的財産権の問題を浮き彫りにしている。 

 製薬企業の役割 

 途上国における地域のR&Dおよび製造能⼒を強化する世界的な取り組みの発表が相次ぐ中、製薬業界も独⾃のプ 
 ロジェクトをいくつか⽴ち上げている。例えば、ファイザー社のCOVID-19ワクチンのmRNA技術を開発したドイ 
 ツのバイオンテック社（BioNTech）は、輸送⽤コンテナを利⽤したワクチン製造⼯場「バイオンテイナー」（ 
 BioNTainer)を開発した。セネガルや南アフリカなど他の国にも拡⼤する計画で、BioNTainerはルワンダのキガリ 
 に納⼊され  63  、毎年5000万回分のmRNAワクチンを製造することが期待されている  9  。さらに、モデル  ナはケニア 
 に初のmRNA製造施設を建設し、5億⽶ドルを投じてアフリカに5億回分のCOVID-19ワクチンを供給すると発表し 
 た  64  。 

 ⺠間企業による独⽴プロジェクトについては、透明性の⽋如や、今後のパンデミックに対する有⽤性の不確実性 
 など、いくつかの問題が指摘されている。例えば、BioNTainerが⽀援できるのはワクチンの製造のみであり、ル 
 ワンダのバイオ産業にはR&D能⼒が不⾜しているため、COVID-19以外の新しい病原体に対応できないことが懸念 
 されている。さらに、現在COVID-19 ワクチンに対するニーズが低いうえ、他の製品を⽣産する能⼒を開発する 
 計画もない。 

 地域イニシアティブ 

 多くの世界的な取り組みと並⾏して、中南⽶カリブ海諸国では、⾃国のR&D・製造能⼒を強化するための地域的 
 な取り組みも活発化している。例えば、キューバでは国産ワクチンの開発が⾏われ、ブラジルではアストラゼネ 
 カ社（AstraZeneca plc.）とシノバック・バイオテック社（SINOVAC Biotech Ltd.)など、産業界との技術移転パート 
 ナーシップがいくつか確⽴されている  31  。 

 しかし、製薬業界との技術移転パートナーシップの中には、失敗に終わったものもいくつかある。例えば、アフ 
 リカでのワクチン⽣産能⼒拡⼤の取り組みを主導した南アフリカのアスペン（Aspen Pharmacare）は、BMGFと 
 CEPIから3,000万⽶ドルを獲得し、2022年にアフリカ向けに安価なワクチンを⽣産すると発表した  24  。アスペンは 
 約1億8,000万回分のJ&Jワクチンを包装して供給することができたが、注⽂が停⽌したため4億5,000万回分のワク 
 チン⽣産ラインが中断し、後にインド⾎清研究所（Serum Ins�tute of India）との取引で使⽤された。この失敗に 
 加えて、契約ではアスペンはワクチンを加⼯してバイアルに詰める「Fill and Finish」の作業しか⾏うことができ 
 なかったため、ワクチン依存と製造能⼒の限界という問題が露呈した。この問題は、2021年にインドでワクチン 
 輸出が停⽌され、Serum Ins�tuteからアフリカへのアストラゼネカ・ワクチンの供給が妨げられたことでも悪化 
 した  74  。 

 アフリカ 

 アフリカ⼤陸では⼤陸内で投与されたCOVID-19ワクチンの1％しか⽣産されておらず、輸⼊に頼っている。アフ 
 リカのワクチン市場を2030年までに約13億⽶ドルから約24億⽶ドルに成⻑させるという期待から、アフリカ連合 
 は2020年にアフリカ・ワクチン⼊⼿トラスト（AVAT）を⽴ち上げ、セネガルのダカール・パスツール研究所（ 
 Ins�tut Pasteur de Dakar: IPD）  27  を地域⽬標達成のための主要な担い⼿  としている。さらに、アフリカCDCは、ワ 
 クチン製造パートナーシップ（Partnerships for African Vaccine Manufacturing: PAVM）を通じて、2040年までにアフ 
 リカ⼤陸の予防接種ニーズの60％を製造することを⽬標に掲げている  5  。 

 アフリカCDCの⽬標を通じて多くのパートナーシップやイニシアティブが開始されたが、例えば2023年12⽉、ア 
 フリカCDCはガビ・ワクチンと予防接種のための世界同盟（Global Alliance for Vaccines and Immuniza�on: GAVI）が 
 アフリカ⼤陸における持続可能なワクチン製造産業のために最⼤10億⽶ドルを融資するアフリカ・ワクチン製造 
 アクセラレーター（African Vaccine Manufacturing Accelerator: AVMA）を設⽴することを歓迎した  3  。 

 ダカール・パスツール研究所 

 ダカール・パスツール研究所   (IPD) 



 背景 

 パスツール研究所は、伝染病、特に⻩熱病ワクチンの製造に関して広範な専⾨知識を持っている。パスツール・ネット 
 ワークの⼀翼を担うIPDは、セネガルのダカールに本拠を置き、現在アフリカにおける研究開発・製造能⼒開発の中⼼的存 
 在であり、急成⻑を遂げている機関のひとつである。IPDは、多くのドナー、特にG7やCEPI等の国際機関から頻繁に⽀持さ 
 れ、資⾦援助を受けている  24  。 

 ミッション 

 研究と技術⾰新、診断、予防接種、栄養、環境、公衆衛⽣管理、ワクチン製造および流通の専⾨知識を持つIPDは、公衆衛 
 ⽣における効率性、包括性、技術⾰新を促進することを⽬指している。最⾼経営責任者（CEO）のサル・アマドゥ博⼠（ 
 Dr. Amadou A Sall）によると、IPDは以下のことを優先している︓ 

 1)  アフリカでの現地活動   IPDが関与するネットワークのほとんどは、研究、公衆衛⽣訓練、製造といった地域  の優 
 先課題に焦点を当てている。 

 2)  ⼈材育成   IPDは過去10年間、アフリカ55カ国のうち40カ国で、研修と⼈材育成に取り組んでおり、そ  の⼀例が 
 アフリカ製造業の公正のための知識と労働⼒（Knowledge and Workforce for Africa Manufacturing's Equity: KWAME）  4 

 である。 

 3)  公平性の重視   IPDは、地域社会中⼼のアプローチと労働⼒の開発を通じて、レジリエンスの構築に積極的に  取り 
 組み、利益よりも公平性を優先した製造業のビジネスモデルを構築している。 

 4)  パートナーシップ   IPDは、Gavi、国連機関、CEPI、アフリカCDCやアフリカの保健組織などの主  要な関係者を含 
 むR&D分野の多様な利害関係者と開かれたパートナーシップを構築し、⼈類学者を含むコミュニティを雇⽤して 
 いる。例えば、2021年にベルギーのバイオテクノロジー企業ユニバーセル社（Univercells Inc.）の⽣産ラインをセ 
 ネガルに移管し、現地スタッフが持続的に運営できるように育成する契約を結んだ  54  。 IPDは現在、イン  ドネシ 
 ア、インド、シンガポールなど、ワクチン製造の主要新興国である東南アジアとの提携を増やしている。 

 COVID-19パンデミックにおけるIPDの役割 

 IPDはCOVID-19パンデミック初期から、迅速な対応と必要な製品の確保を⽬的に活動してきた。⽶国と欧州連合（EU） 
 は、COVID-19ワクチンを組み込んだIPDの拡張に約2億⽶ドルの資⾦を提供し、2022年末までにCOVID-19を3億⼈分製造する 
 ことを⽬指した。活動には、検査とゲノム監視の研究、⻄アフリカ15カ国で販売されている迅速診断COVID-19検査の製 
 造、⼊⼿しやすく⼿頃な価格の実現に向けた取り組みなどが含まれた。 

 主要なイニシアティブのひとつが、アフリカにおける疾病予防接種と⾃⽴構築のための製造（Manufacturing in Africa for 
 Disease Immuniza�on and Building Autonomy: MADIBA）  59  プロジェクトである。アフリカの⾃⽴を中⼼とするこのプロジェク 
 トでは、COVID-19ワクチンの迅速な開発、資源の動員、COVID-19や将来のパンデミックに備えた他のワクチンに必要なイ 
 ンフラの整備に取り組んだ。⽇本は、資⾦⾯での貢献や、GHITや東京⼤学などの⽇本の機関との協⼒を通じて、MADIBAの 
 主要な⽀援国のひとつとなっている。 

 以下がMADIBAの主要なアプローチである︓ 

 1) 多様な定期接種ワクチンを製造できる柔軟なインフラの開発 

 2) R&Dと製造を含む、エンド・ツー・エンドのワクチン開発プロセスの確保 

 3) アフリカの若者や⼥性のための研修を含む、ワクチン製造のための研修施設の設⽴による労働⼒の構築 

 4) 2025年にワクチンを製造し、供給できるよう、規制当局のサプライチェーン強化 

 アフリカにおける地域的取り組みをめぐる懸念 
 アフリカCDCの⽬標を達成するためには、現在の国際保健の状況において対処しなければならない問題がある。 
 例えば、アフリカ製ワクチンの市場が存在するかどうかが懸念されている。アフリカの産業発展を⽀援するた 
 め、アフリカ製ワクチンの購⼊者には「レジリエンス・プレミアム（回復に向けた割り増し）」が発⽣すると⾔ 
 われているが、追加料⾦を⽀払い、アフリカ製のワクチンを購⼊する者がいないことが懸念されている  56  。慈  善 
 団体やGAVIのような国際機関が低・中所得国からワクチンを購⼊することが提案されている。 



 課題と提案 

 低・中所得国におけるR&Dおよび製造能⼒を強化するための世界的なイニシアティブの奔流は魅⼒的に⾒える⼀ 
 ⽅、政府、⺠間セクター、国際機関、コミュニティを含む世界的な主体間の連携が⽋けているため、将来の保健 
 上の緊急事態に備え、保健製品への公平なアクセスを確保するために、どのような努⼒や投資が最も有効である 
 かを効果的に読み解くことは困難である。本セクションでは、市⺠社会およびこの分野で活動する個⼈から提起 
 された、いくつかの懸念を取り上げる。 

 低・中所得国の永続的な依存 

 医療技術の調達や保健緊急事態への対応において、多くの低・中所得国が海外からの援助に依存してきた⼀⽅ 
 で、地域の能⼒強化を⽬的とした多くのイニシアティブが、この依存体制を維持している。例えば、多くのプロ 
 ジェクトは⼆国間融資や慈善事業による資⾦で賄われている。多額の融資は今後も途上国の負担となり、⾃国の 
 地域イニシアティブに資⾦を供給する能⼒を損ない、メーカーの融資返済能⼒は製品や市場へのアクセスに左右 
 される。COVID-19への対応における需要が減少する中、ローカルなイニシアティブが富裕国や融資機関への依存 
 から抜け出す道となるかどうかは不透明である  46  。 

 「COVIDにおける罪悪感は今⽇の午後には終わるでしょう。南アフリカがナイジェリアから、インドやヨー 
 ロッパのワクチンより⾼い値段でワクチンを買うとは思えません。」 

 マーティン・フリーデ、WHOワクチン研究ユニット  46 

 「東アフリカの準備と対応は、融資資⾦に⼤きく依存しています。感染症の負担に⾒合う多額の融資が必 
 要であり、その結果、融資返済の負担がさらに重くなり、地域のR&Dや製造インフラを⾃⼰資⾦で賄う能 
 ⼒が損なわれています。」 

 ヒュールウェン・フィルポット、IPPS 

 持続可能性 

 前述の点を踏まえ、地域イニシアティブに地域能⼒の持続可能性を促進する⼗分なメカニズムが含まれているか 
 どうかが懸念される。IPDのサル・アマドウ博⼠（Dr. Amadou A Sall）によると、持続可能性を構築するために必 
 要なポイントは以下の通りである︓ 

 1) 医療技術の調達モデルを改善し、公正な価格設定による健全な市場を確保する。これには、調整を強化し、 
 低・中所得国で必要とされるものを提供することに重点を置くことが含まれる。 

 2) 外国企業の利益ではなく、現地のニーズに基づいたR&D能⼒。 

 3) 製品の「充填・仕上げ」ではなく、経済的に実⾏可能な海外事業体への依存を低減したエンド・ツー・エンド 
 の製造能⼒。 

 4) 地域社会がアジェンダに影響を与えることができるレベルにまで引き上げ、イノベーションを加速させる。 

 5) 例えば、グローバル・アクセス政策を持つ研究に資⾦を提供するなど、公平な資⾦調達のインセンティブを強 
 化する。 

 「エンド・ツー・エンドの製品開発エコシステムは、より広範な医療システムの中で運営されなければな 
 らない。このモデルは、公平性とアクセシビリティが設計に組み込まれていなければならないが、公平性 
 の定義が明確でなければならない。」 

 IPPSによる東アフリカ地域ヒアリング調査からの参加者  36 

 さらに、知的財産権は医療技術の製造において依然として重要な問題である。COVID-19が「国際的に懸念される 
 公衆衛⽣上の緊急事態」（Public Health Emergency of Interna�onal Concern: PHEIC）ではなくなったことで、ワクチ 
 ン製造者が再び特許を主張できるようになる可能性があり、これはWHOのmRNA技術移転ハブを含む多くのイニ 
 シアティブに重⼤な影響を与える。持続可能で公平な⽣態系を確保するためには、知的財産の問題に取り組まな 
 ければならない。 

 地域・グローバルレベルでの調整 

 多くのイニシアティブが⽰すように、地域レベルからグローバルな舞台まで多様な取り組みが⾏われており、例 
 えば重複を避けるためだけでなく、地域のニーズを理解し、製造業者を効果的に動員するためにも、調整と協⼒ 



 を改善する必要性が浮き彫りになっている。これには、製薬企業、政府、アフリカCDCのような地域機関、研究 
 者間の協⼒や、⾏動のモニタリング、関与しているアクターに責任を負わせるガバナンス機関の設置などが含ま 
 れる。パンデミックの発⽣は、地域の能⼒強化に対する官⺠の関⼼に拍⾞をかけたが、GAVIは、特にイニシア 
 ティブが持続可能な地域製造に向けたアフリカとAUの願望を実現できない場合、アフリカへの無秩序な拡⼤は 
 不健全な市場競争の危険性があると批判した  23  。 

 各国がエンド・ツー・エンドのワクチン製造能⼒を開発することは困難であるため、南から南への協⼒を含む地 
 域協⼒は、リソースの共有、技術移転、地域流通ネットワークなど、技術能⼒や知識の格差を縮⼩するのに役⽴ 
 つ  70  。しかし、このような連携には、強⼒で⻑期的なガバナンスと政策が必要である。 

 国レベルでの取り組み 

 地域やグローバルな主体は、地域の能⼒構築に取り組むことはできるが、国レベルで策定・実施されなければな 
 らない政策やメカニズムの代⽤にはならない。熟練した労働⼒を育成するための投資を含め、地域の保健システ 
 ムを強化し、産業間の公平性にインセンティブを与え、アクセスを制限する障壁を減らし、市⺠社会や地域社会 
 を含む利害関係者と協⼒し、地域のニーズを満たす効果的な介⼊策を開発するためには、政治的意思が重要であ 
 る。 

 市⺠社会の参画 

 市⺠社会と地域社会の関与は、医療技術への公平なアクセスを確保する上で重要な役割を果たしている。 
 COVID-19ワクチンのR&D進展には、さまざまな⾮営利団体が貢献している。例えば、2021年、国境なき医師団 
 は、mRNAワクチンを製造する可能性のあるアフリカ、アジア、ラテンアメリカの製造業者を100以上特定した  43 

 。さらに、「国際エイズ・ワクチン・イニシアティブ」（Interna�onal AIDS Vaccine Ini�a�ve: IAVI）  29  は、開発市 
 場がない病気のワクチンの臨床試験を⾏い、ワクチン候補の開発に取り組んできた。また、アフリカを対象とし 
 たアクション国際保健アドボカシー・パートナーシップ（Ac�on Global Health Advocacy Partnership）  1  や、「南ア 
 ジアを対象とした貧困根絶のための南アジア同盟」（South Asia Alliance for Poverty Eradica�on: SAAPE）  11  など、地 
 域のR&Dと製造能⼒をめぐる問題を調査する研究に取り組んでいる団体もある。市⺠社会のアドボカシー活動の 
 役割は、ワクチンの開発と流通における不公平に対する認識を⾼めるだけでなく、結核に関するアクション・グ 
 ローバル・ヘルス・アドボカシー・パートナーシップ  2  や、HIV/AIDSに関する治療アクション・グルー  プ（ 
 Treatment  Ac�on Group: TAG）  75  など、他の伝染病との関連においても、不  公平さに対する認識を⾼める上で重要 
 であった。 

 さらに2023年、「ヘルス・ジャスティス・イニシアティブ」（Health Jus�ce Ini�a�ve）は南アフリカの裁判所に 
 対し、COVID-19ワクチンの契約に関する情報への公開を要求した  26  。その結果、J&JがCOVID-19  ワクチン1本あた 
 り、EUに請求した⾦額よりも15％多く南アフリカに請求した事実など、ワクチン調達における不公平が明らか 
 になった。このような⾏動は、政府が公的資⾦の⽀出について説明責任を負うことができること、そしてすべて 
 の⾏動において透明性を確保することが公共の利益にかなうことを⽰すものである。 
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